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議案第１１号

令和４年度玉野市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和４年度玉野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）排水処理区域内人口 ５４，６００人

（２）年間総排水処理量 ６，６０６，０００ｍ３

（３）日平均排水処理量 １８，０９８ｍ３

（４）主要な建設改良工事

公共下水道整備事業

汚水管渠布設工事 φ150～200mm L=6,450ｍ A=18ha

汚水管渠改築工事 φ700～900mm L=800ｍ

日比ポンプ場改築更新工事

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 公共下水道事業収益 ２，３４１，４６５千円

第１項 営業収益 １，７７５，３８３千円

第２項 営業外収益 ５６６，０８２千円

第２款 小規模集合排水事業収益 １２，８４４千円

第１項 営業収益 １，５８５千円

第２項 営業外収益 １１，２５９千円

収 入 合 計 ２，３５４，３０９千円
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支 出

第１款 公共下水道事業費 ２，２９２，０３６千円

第１項 営業費用 ２，０５０，４０５千円

第２項 営業外費用 ２３８，８８１千円

第３項 特別損失 １，７５０千円

第４項 予備費 １，０００千円

第２款 小規模集合排水事業費 １１，８６３千円

第１項 営業費用 １１，３２３千円

第２項 営業外費用 ３４０千円

第４項 予備費 ２００千円

支 出 合 計 ２，３０３，８９９千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額９７１，０４１千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

１１５，３２８千円、当年度分損益勘定留保資金８５３，５５６千円、減債積立金２，１５７千

円で補てんするものとする。）

収 入

第１款 公共下水道資本的収入 ２，２２７，８６２千円

第１項 企業債 １，６７３，７００千円

第２項 国庫補助金 ４７６，５００千円

第４項 他会計出資金 ６８，０４０千円

第６項 分担金及び負担金 ９，６２２千円

収 入 合 計 ２，２２７，８６２千円

支 出

第１款 公共下水道資本的支出 ３，１９７，０２９千円

第１項 建設改良費 ２，０８４，８６２千円

第２項 償還金 １，１１０，９１７千円

第４項 補助金返還金 １，２５０千円

第２款 小規模集合排水資本的支出 １，８７４千円

第２項 償還金 １，８７４千円

支 出 合 計 ３，１９８，９０３千円
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（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）収益的支出及び資本的支出の各項に計上された予算に過不足を生じた場合における款内

各項の金額の流用

事 項 期 間 限 度 額

水洗便所改造資金を貸し付

けた金融機関に対する損失

補償

令和４年度から令和９年度まで 令和４年度において玉野市水洗便所改造資

金融資あっ旋に関する規則により、公共下

水道に接続するため、既設便所を水洗便所

に改造することに要する資金を貸し付けた

金融機関に対する融資額の損失補償金

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

下水道事業

（建設改良）

千円

１，５３０，７００
普通貸借

又は

証券発行

年 5.0％

以内

（ただし、利率見直し方式で借り入れ

る資金について、利率の見直しを行っ

た後においては、当該見直し後の利

率）

政府資金についてはその融資条件に

より、銀行その他の場合にはその債

権者との協定による。ただし、財政の

都合により据置期間及び償還期限を

短縮し、もしくは繰上償還又は低利債

に借換えすることができる。

下水道事業

（準建設改良）

千円

１４３，０００
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（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第９条 次に揚げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ２０２，１３４千円

（他会計からの補助金）

第１０条 収益的支出に充てるため一般会計からこの会計へ補助金を受ける金額は、

１０，３５５千円である。

令和４年２月２４日提出

玉野市長 柴田 義朗
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令 和 ４ 年 度

玉野市下水道事業会計予算附属説明書





- 7 -

目 次

１．令和４年度 玉野市下水道事業会計予算実施計画 ------------------------ ８頁

２．令和４年度 玉野市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 -------- １０頁

３．給与費明細書 -------------------------------------------------------- １１頁

４．令和３年度 玉野市下水道事業予定損益計算書 -------------------------- １５頁

５．令和３年度 玉野市下水道事業予定貸借対照表 -------------------------- １６頁

６．令和４年度 玉野市下水道事業予定貸借対照表 -------------------------- １８頁

７．令和３年度注記 ------------------------------------------------------ ２０頁

８．令和４年度注記 ------------------------------------------------------ ２２頁



（単位：千円）

款 項 目  予定額 備　　　考

  2,341,465 

  1,775,383 

下水道収益   1,103,303 ・下水道使用料

一般会計負担金     671,258 ・一般会計からの負担金

その他営業収益          50 ・指定工事店申請審査手数料

受託事業収益         772 ・国庫補助金、県補助金

    566,082 

受取利息及び配当金           1 ・預金利息

一般会計負担金      48,215 ・一般会計からの負担金

長期前受金戻入     507,035 ・償却資産の減価償却に係る財源の収益化

延滞金           1 

雑収益         830 ・施設占用料等

消費税還付金      10,000 

     12,844 

      1,585 

下水道収益         357 ・下水道使用料

一般会計負担金       1,228 ・一般会計からの負担金

     11,259 

一般会計負担金         904 ・一般会計からの負担金

一般会計補助金      10,355 ・一般会計からの補助金

款 項 目  予定額 備　　　考

  2,292,036 

  2,050,405 

管渠費      67,990 ・管渠、マンホールの維持管理に要する費用

ポンプ場費     121,530 ・ポンプ場の維持管理に要する費用

玉野浄化センタ－費     278,495 ・処理場の維持管理に要する費用

流域下水道管理負担金      66,487 ・流域下水道の維持管理に要する費用

普及指導費      18,285 ・水洗便所の普及促進に要する費用

業務費      39,628 ・下水道使用料の徴収事務に要する費用

総係費      88,465 ・事業経営全般に要する費用

減価償却費   1,339,198 ・償却資産の減価償却費

資産減耗費      20,000 ・固定資産除却費

合併処理浄化槽設置事業費      10,327 ・合併浄化槽の事務に要する費用

    238,881 

支払利息及び企業債取扱諸費     221,071 ・企業債の利息等

雑支出       7,810 ・特定収入仮払消費税等

消費税及び地方消費税      10,000 

      1,750 

固定資産売却損         500 ・固定資産売却に係る売却損

過年度損益修正損       1,250 ・過年度の調定減

      1,000 

予備費       1,000 

     11,863 

１営業費用      11,323 

元川浄化槽費      10,430 ・浄化槽の維持管理に要する費用

減価償却費         893 ・償却資産の減価償却費

        340 

支払利息及び企業債取扱諸費         258 ・企業債の利息

雑支出          82 ・特定収入仮払消費税等

        200 

予備費         200 

令和４年度　玉野市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収　入

１公共下水道事業収益

１営業収益

２営業外収益

２小規模集合排水事業収益

１営業収益

２営業外収益

支　出

１公共下水道事業費

１営業費用

２営業外費用

３特別損失

４予備費

２小規模集合排水事業費

２営業外費用

４予備費
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（単位：千円）

款 項 目  予定額 備　　　考

  2,227,862 

  1,673,700 

公営企業債   1,673,700 ・建設改良費等に充当する企業債

    476,500 

公共下水道事業費国庫補助金     476,500 ・建設改良費に充当する国庫補助金

     68,040 

他会計出資金      68,040 ・一般会計からの出資金

      9,622 

公共下水道受益者負担金       9,622 ・受益者負担金

款 項 目  予定額 備　　　考

  3,197,029 

  2,084,862 

公共下水道整備事業事務諸経費      49,331 ・公共下水道建設事業に要する事務費

公共下水道整備事業費   1,993,700 ・公共下水道建設事業に要する費用

流域関連公共下水道整備事業事務諸経費       8,818 ・流域関連公共下水道建設事業に要する事務費

流域関連公共下水道整備事業費      27,100 ・流域関連公共下水道建設事業に要する費用

固定資産購入費         995 ・固定資産購入に要する費用

建設負担金       4,918 ・流域下水道建設負担金

  1,110,917 

企業債償還金   1,110,917 ・企業債の元金償還金

      1,250 

国庫補助金返還金       1,250 ・固定資産の売却に伴う国庫補助金の返還金

      1,874 

      1,874 

企業債償還金       1,874 ・企業債の元金償還金

資本的収入及び支出
収　入

１公共下水道資本的収入

１企業債

２国庫補助金

４他会計出資金

６分担金及び負担金

支　出

１公共下水道資本的支出

１建設改良費

２償還金

４補助金返還金

２小規模集合排水資本的支出

２償還金
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（単位　　円）

当年度純利益（△は純損失） 50,410,000

減価償却費 1,340,091,000

資産減耗費 20,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 66,664

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,207,723

賞与等引当金の増減額（△は減少） 199,356

長期前受金戻入 △ 507,035,000

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 221,329,000

固定資産売却損 500,000

未収金の増減額（△は増加） △ 6,954,320

未払金の増減額（△は減少） 611,709

小計 1,127,291,804

利息及び配当金の受取額 1,000

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 221,329,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 905,963,804

有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 2,065,829,090

有形及び無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 486,122,000

国庫補助金等の返還による支出 △ 1,250,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,580,957,090

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,673,700,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,112,791,000

他会計からの出資による収入 68,040,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 628,949,000

資金増減額（△は減少） △ 46,044,286

資金期首残高 1,666,583,487

資金期末残高 1,620,539,201

令和４年度　玉野市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
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給 与 費 明 細 書

１ 総 括

２ 給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

区 分

職員数

(人)
給 与 費 法 定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 職員手当等 計
度年本 0 32 16,684 81,922 73,824 172,430 29,704 202,134

度年前 0 30 16,684 79,042 71,053 166,779 29,036 195,815

比 較 0 2 0 2,880 2,771 5,651 668 6,319

（単位：千円）

職員手当

等の内訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

本年度 3,248 1,596 1,805 211

前年度 3,848 1,344 1,741 186

比 較 △ 600 252 64 25

区 分 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管 理 職 手 当 期末勤勉手当

本年度 17,250 336 3,384 33,317

前年度 13,800 384 3,888 32,273

比 較 3,450 △ 48 △ 504 1,044

区 分 児 童 手 当 退 職 給 付 費 そ の 他

本年度 1,895 10,782 0

前年度 2,680 10,121 788

比 較 △ 785 661 △788

（単位：千円）

区 分 増減額 増減額事由別内訳書 説 明 備 考

給 料 2,880

昇給に伴う増加分 933

その他の増減分 1,947 新陳代謝等

1,947

職員手当等 2,771

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 2,771 新陳代謝等

2,771
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３ 給料及び職員手当等の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初 任 給

（３）級別職員数

区 分 一般行政職

３年１２月１日現在

平均給料月額（円） 312,000

平均給与月額（円） 360,300

平 均 年 齢（歳） 41.7

２年１２月１日現在

平均給料月額（円） 321,100

平均給与月額（円） 369,000

平 均 年 齢（歳） 42.9

区 分 一般行政職（円）
国 の 制 度

一般行政職（円）

高 校 卒 150,600 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

区 分
表

級

行 政 職

職員数(人) 構成比(％)

３年１２月１日

現 在

７ 級 1 4.5

６ 級 1 4.5

５ 級 5 22.7

４ 級 6 27.3

３ 級 3 13.7

２ 級 4 18.2

１ 級 2 9.1

計 22 100.0

２年１２月１日

現 在

７ 級 1 4.8
６ 級 1 4.8

５ 級 6 28.6

４ 級 5 23.8

３ 級 2 9.5

２ 級 4 19.0

１ 級 2 9.5

計 21 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行 政 職 部長 課長 課長補佐 係長 主任 主事・技師 主事・技師
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（４）昇 給

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分 合計
代表的な職種

一般行政職

本

年

度

職 員 数 (Ａ)(人) 22 22

昇給に係る職員数 (Ｂ)(人) 22 22

号給数別内訳

１号給(人） - -

２号給(人） 2 2

３号給(人） - -

４号給(人） 16 16

６号給(人） 4 4

８号給(人） - -

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

前

年

度

職 員 数 (Ａ)(人) 21 21

昇給に係る職員数 (Ｂ)(人) 21 21

号給数別内訳

１号給(人） - -

２号給(人） 2 2

３号給(人） - -

４号給(人） 14 14

６号給(人） 5 5

８号給(人） - -

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0

区 分 全 職 員 一般行政職

給料総額に対する比率（％） 0.07 0.07

支給対象職員の比率 （％）

（３年１２月１日現在）
9.09 9.09

代表的な特殊勤務手当の名称 玉野浄化センター調査検査手当

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月(月分) １２月(月分)

本 年 度 2.225 2.225 4.450 有

前 年 度 2.225 2.225 4.450 有

国の制度 2.225 2.225 4.450 有

区 分
20年勤続の者

（月分）

25年勤続の者

（月分）

35年勤続の者

（月分）

最高限度

（月分）

そ の 他 の 加 算

措 置 等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例

措置(2％～ 45％加算)

国の制度

（支給率）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例

措置(2％～ 45％加算)
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（８）その他の手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異なる
交通用具利用者について、支給距離区分、支給額が異な

る。



（単位　　円）

（ １ ） 下水道収益 991,013,000
（ ２ ） 一般会計負担金 693,354,000
（ ３ ） その他営業収益 50,000
（ ４ ） 受託事業収益 745,000 1,685,162,000

（ １ ） 管渠費 59,033,000
（ ２ ） ポンプ場費 111,356,000
（ ３ ） 玉野浄化センター費 205,326,000
（ ４ ） 元川浄化槽費 8,259,000
（ ５ ） 流域下水道管理負担金 58,081,000
（ ６ ） 普及指導費 10,087,000
（ ７ ） 業務費 48,497,000
（ ８ ） 総係費 79,555,000
（ ９ ） 減価償却費 1,328,984,000
（１０） 資産減耗費 28,898,000
（１１） 合併処理浄化槽設置事業費 10,286,000 1,948,362,000

営業損失（△） △ 263,200,000

（ １ ） 一般会計負担金 57,408,000
（ ２ ） 一般会計補助金 14,838,000
（ ３ ） 国庫補助金 0
（ ４ ） 長期前受金戻入 509,291,000
（ ５ ） 延滞金 65,000
（ ６ ） 雑収益 6,539,000 588,141,000

（ １ ） 支払利息及び企業債取扱諸費 234,045,000
（ ２ ） 雑支出 6,787,000 240,832,000 347,309,000

経常利益 84,109,000

（ １ ） 過年度損益修正損 1,690,000 △ 1,690,000

当年度純利益 82,419,000

前年度繰越利益剰余金 416,364,392

その他未処分利益剰余金変動額 5,797,000

当年度未処分利益剰余金 504,580,392

令和３年度　玉野市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

１　営業収益

２　営業費用

３　営業外収益

４　営業外費用

５　特別損失
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（単位　　円）

資　産　の　部

１　固定資産

（１）有形固定資産

    イ．土地 733,749,315

    ロ．建物 2,708,712,544

        減価償却累計額 △ 979,235,503 1,729,477,041

    ハ．構築物 41,973,853,504

    　  減価償却累計額 △ 14,827,916,102 27,145,937,402

    ニ．機械及び装置 11,226,025,977

  　　　減価償却累計額 △ 6,862,822,753 4,363,203,224

    ホ．工具、器具及び備品 8,090,161

 　 　　減価償却累計額 △ 4,919,452 3,170,709

　　ヘ．建設仮勘定 2,697,961

     　   有形固定資産合計 33,978,235,652

（２）無形固定資産

    イ．施設利用権 183,698,281

    ロ．電話加入権 2,719,300

    　    無形固定資産合計 186,417,581

（３）投資その他の資産

　　イ．出資金 3,271,000

　　　　　投資その他の資産合計 3,271,000

　　　　　固定資産合計 34,167,924,233

２　流動資産

（１）現金預金 1,666,583,487

（２）未収金 60,227,480

　　　貸倒引当金 △ 13,564,035 46,663,445

　　　  　流動資産合計 1,713,246,932

  　　　　資　産　合　計 35,881,171,165

令和３年度　玉野市下水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）
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負　債　の　部

３　固定負債

（１）企業債 16,805,480,315
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 16,805,480,315

（２）引当金

　　イ．退職給付引当金 109,490,938

　　ロ．修繕引当金 6,000,000

          引当金合計 115,490,938

　　  　　固定負債合計 16,920,971,253

４　流動負債

（１）企業債 1,107,375,089
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 1,107,375,089

（２）未払金 693,280,072

（３）引当金 13,171,144

　　イ．賞与等引当金 13,171,144

　　　  　流動負債合計 1,813,826,305

５　繰延収益

（１）長期前受金 21,362,274,229

　　　収益化累計額 △ 9,694,009,377

　　　  　繰延収益合計 11,668,264,852

  　　　　負　債　合　計 30,403,062,410

資　本　の　部

６　資本金 3,577,173,531

７　剰余金

（１）資本剰余金

　  イ．国庫補助金 656,608,540

　  ロ．受贈財産評価額 180,132,967

          資本剰余金合計 836,741,507

（２）利益剰余金

　  イ．減債積立金 509,613,325

　  ロ．建設改良積立金 50,000,000

　  ハ．当年度未処分利益剰余金 504,580,392

　　　　  利益剰余金合計 1,064,193,717

　　　　  剰 余 金 合 計 1,900,935,224

　　　　  資　本　合　計 5,478,108,755

　　　　  負債・資本合計 35,881,171,165
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（単位　　円）

資　産　の　部

１　固定資産

（１）有形固定資産

    イ．土地 733,749,315

    ロ．建物 2,808,512,733

        減価償却累計額 △ 1,058,523,503 1,749,989,230

    ハ．構築物 43,500,344,118

    　  減価償却累計額 △ 15,730,800,102 27,769,544,016

    ニ．機械及び装置 11,639,639,271

  　　　減価償却累計額 △ 7,205,954,753 4,433,684,518

    ホ．工具、器具及び備品 8,994,706

 　 　　減価償却累計額 △ 5,493,452 3,501,254

　　ヘ．建設仮勘定 2,747,500

     　   有形固定資産合計 34,693,215,833

（２）無形固定資産

    イ．施設利用権 173,956,190

    ロ．電話加入権 2,719,300

    　    無形固定資産合計 176,675,490

（３）投資その他の資産

　　イ．出資金 3,271,000

　　　　　投資その他の資産合計 3,271,000

　　　　　固定資産合計 34,873,162,323

２　流動資産

（１）現金預金 1,620,539,201

（２）未収金 67,181,800

　　　貸倒引当金 △ 13,497,371 53,684,429

　　　  　流動資産合計 1,674,223,630

  　　　　資　産　合　計 36,547,385,953

令和４年度　玉野市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）
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負　債　の　部

３　固定負債

（１）企業債 17,444,079,449
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 17,444,079,449

（２）引当金

　　イ．退職給付引当金 117,698,661

　　ロ．修繕引当金 6,000,000

          引当金合計 123,698,661

　　  　　固定負債合計 17,567,778,110

４　流動負債

（１）企業債 1,029,684,955
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 1,029,684,955

（２）未払金 693,891,781

（３）引当金 13,370,500

　　イ．賞与等引当金 13,370,500

　　　  　流動負債合計 1,736,947,236

５　繰延収益

（１）長期前受金 21,847,146,229

　　　収益化累計額 △ 10,201,044,377

　　　  　繰延収益合計 11,646,101,852

  　　　　負　債　合　計 30,950,827,198

資　本　の　部

６　資本金 3,651,010,531

７　剰余金

（１）資本剰余金

　  イ．国庫補助金 656,608,540

　  ロ．受贈財産評価額 180,132,967

          資本剰余金合計 836,741,507

（２）利益剰余金

　  イ．減債積立金 507,456,325

　  ロ．建設改良積立金 50,000,000

　  ハ．当年度未処分利益剰余金 551,350,392

　　　　  利益剰余金合計 1,108,806,717

　　　　  剰 余 金 合 計 1,945,548,224

　　　　  資　本　合　計 5,596,558,755

　　　　  負債・資本合計 36,547,385,953
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令和３年度注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

２ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

（３）賞与等引当金

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年

度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上してい

る。

３ その他の重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1 年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他

会計が負担すると見込まれる額は 9,690,735,000 円である。

Ⅲ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

玉野市下水道事業では、公共下水道事業及び小規模集合排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

建物 8～50 年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

工具器具及び備品 2～10 年

施設利用権 35 年

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 玉野処理区及び児島湖処理区において下水を集合的に処理する事業

小規模集合排水事業 八浜町八浜地区の一部において下水を集合的に処理する事業
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２ 報告セグメントごとの営業収益等

当事業年度（令和 3 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日） 単位：円

Ⅳ．リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）貸倒引当金の取崩し

当事業年度において、不納欠損として 3,566,433 円を処理するため、同額を貸倒引当

金から取り崩す。

（２）退職給付引当金の取崩し

当事業年度において、退職手当の支給予定はないため、退職給付引当金の取崩しはな

い。

（３）賞与等引当金の取崩し

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため、12,573,993 円を賞与等

引当金から取り崩す。

２ 新会計基準移行に係る経過措置

（１）修繕引当金に関する経過措置

平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられた修繕引当金については、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。

公共下水道事業 小規模集合排水事業 合計

営業収益

営業費用

1,683,586,000

1,939,210,000

1,576,000

9,152,000

1,685,162,000

1,948,362,000

営業損益

経常損益

△ 255,624,000

82,193,000

△ 7,576,000

1,916,000

△ 263,200,000

84,109,000

セグメント資産 35,835,389,486 45,781,679 35,881,171,165

セグメント負債 30,380,552,629 22,509,781 30,403,062,410

その他の項目

一般会計負担金

一般会計補助金

長期前受金戻入

56,514,000

5,954,000

509,291,000

894,000

8,884,000

－

57,408,000

14,838,000

509,291,000

減価償却費 1,328,091,000 893,000 1,328,984,000

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,738,905,635 － 1,738,905,635

１年内 2,970,900 円

１年超 12,237,000 円

計 15,207,900 円
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令和４年度注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

２ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。

（２）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。

（３）賞与等引当金

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年

度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上してい

る。

３ その他の重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1 年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他

会計が負担すると見込まれる額は 9,707,274,000 円である。

Ⅲ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

玉野市下水道事業では、公共下水道事業及び小規模集合排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

建物 8～50 年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

工具器具及び備品 2～10 年

施設利用権 35 年

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 玉野処理区及び児島湖処理区において下水を集合的に処理する事業

小規模集合排水事業 八浜町八浜地区の一部において下水を集合的に処理する事業
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２ 報告セグメントごとの資産等

当事業年度（令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日） 単位：円

Ⅳ．リース取引関係

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料

Ⅴ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）貸倒引当金の取崩し

当事業年度において、不納欠損として 3,424,683 円を処理するため、同額を貸倒引当

金から取り崩す。

（２）退職給付引当金の取崩し

当事業年度において、退職手当として 2,574,000 円を支給するため同額を退職給付引

当金から取り崩す。

（３）賞与等引当金の取崩し

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため 13,171,144 円を賞与等

引当金から取り崩す。

２ 新会計基準移行に係る経過措置

（１）修繕引当金に関する経過措置

平成 26 年 3 月 31 日以前に引き当てられた修繕引当金については、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。

公共下水道事業 小規模集合排水事業 合計

セグメント資産 36,502,497,274 44,888,679 36,547,385,953

セグメント負債 30,930,191,417 20,635,781 30,950,827,198

１年内 3,405,600 円

１年超 8,831,400 円

計 12,237,000 円




